
○益田市多面的機能支払交付金事業交付要綱 

平成２７年７月２９日 

益田市告示第１８９号 

改正 平成２８年１０月２７日告示第２３５号 

平成３０年８月１６日告示第２４０号 

令和元年６月２６日告示第５５号 

令和３年９月２９日告示第３１０号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市域における地域の共同活動を支援し、農業の有する多面

的機能の維持と発揮を図ることを目的として、多面的機能支払交付金実施要綱

（平成２６年４月１日付け２５農振第２２５４号農林水産事務次官依命通知。

以下「国実施要綱」という。）、多面的機能支払交付金実施要領（平成２６年

４月１日付け２５農振第２２５５号。以下「国実施要領」）及び多面的機能支

払の実施に関する基本方針（国実施要綱第３の２の(1)の規定により島根県が定

める基本方針をいう。以下「県基本方針」という。）に定めるところにより交

付する益田市多面的機能支払交付金（以下「交付金」という。）について、必

要な事項を定めるものとする。 

（交付対象事業等） 

第２条 交付金の交付対象となる事業は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 国実施要綱別紙１に定める農地維持支払交付金に係る事業 

(2) 国実施要綱別紙２に定める資源向上支払交付金に係る事業 

２ 交付金の額は、前項各号に掲げる事業ごとに、国実施要綱別紙１の第６及び

国実施要綱別紙２の第６に定める交付単価及び算定方法により算定して得た額

であって、予算の範囲内の額とする。 

３ 交付金の交付対象となる者（以下「対象組織」という。）は、国実施要綱別

紙５に定める広域活動組織又は国実施要綱別紙６に定める活動組織であって、

第１項に規定する事業を実施するものとする。 

（事業計画等の認定） 

第３条 交付金の交付を受けようとする対象組織は、国実施要綱別紙１の第５又

は国実施要綱別紙２の第５に定めるところにより、事業計画書を作成し、市長

の認定を受けなければならない。 

２ 対象組織が広域活動組織である場合は、国実施要綱別紙１の第５の３又は国

実施要綱別紙２の第５の３に定めるところにより、国実施要綱別紙５の第５に

定める広域協定を作成し、市長の認定を受けなければならない。 

３ 活動組織が国実施要綱別紙２の第４の２に定める施設の長寿命化のための活

動を実施しようとする場合は、国実施要綱別紙２の第５の４に定めるところに

より、必要に応じて長寿命化整備計画を作成し、市長の認定を受けなければな

らない。 

４ 市長は、前３項の規定による事業計画、広域協定又は長寿命化整備計画（以

下「事業計画等」という。）の認定申請の提出があったときは、当該事業計画

等について、国実施要綱、国実施要領及び県基本方針に定める要件に係る審査



を行うものとする。この場合において、市長は、事業計画等の内容が適当であ

ると認めるときは、当該事業計画等を認定し、速やかにその旨を対象組織に通

知するものとする。 

（交付申請） 

第４条 前条の認定を受けた対象組織は、益田市多面的機能支払交付金交付（変

更）申請書（様式第１号）を、市長が別に定める期日までに提出しなければな

らない。 

（交付決定） 

第５条 市長は、前条の交付申請があったときは、当該申請の内容を審査し、こ

れを適当と認めるときは、交付金の交付決定を行うとともに、益田市多面的機

能支払交付金交付（変更）決定通知書（様式第２号）により対象組織に通知す

るものとする。この場合において、市長は、交付決定に際し必要な条件を付す

ることができる。 

（事業計画の変更等） 

第６条 前条による交付決定を受けた対象組織（以下「交付金事業者」という。）

は、当該交付決定に係る事業計画等を変更しようとするときは、あらかじめ国

実施要綱別紙１の第５の５及び国実施要綱別紙２の第５の６に規定する事業計

画の変更認定申請を市長に提出しなければなければならない。 

２ 第３条第４項は、前項の事業計画の変更に係る認定申請について準用する。 

３ 第４条及び前条は、前２項の規定による事業計画の変更に伴う交付申請の変

更手続について準用する。 

（交付請求） 

第７条 交付金事業者は、交付金を請求しようとするときは、益田市多面的機能

支払交付金交付請求書（様式第３号）を市長に提出するものとする。この場合

において、市長が特に必要があると認めたときは、交付対象事業の完了前に交

付金の全部又は一部を請求することができる。 

（実績報告） 

第８条 交付金事業者は、国実施要綱別紙１の第５の７又は別紙２の第５の８に

定めるところにより、事業計画に定めた事項の実施状況について市長に報告し

なければならない。 

２ 前項の報告は、益田市多面的機能支払交付金実績報告書（様式第４号）に、

国実施要領第１の８及び第２の１０に定める書類を付して、交付決定のあった

日の属する年度の翌年度の４月１０日までに行うものとする。 

（交付金の額の確定） 

第９条 市長は、前条に規定する報告を受けたときは、その内容を審査し、当該

報告に係る事業計画に定めた事項の実施状況が交付決定の内容及びこれに付し

た条件に適合すると認めたときは、交付すべき交付金の額を確定するとともに、

交付金事業者に対し益田市多面的機能支払交付金確定通知書（様式第５号）に

より通知するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１０条 市長は、第５条の規定による交付決定の事後において、交付金事業者



が次の各号のいずれかに該当することが判明したときは、交付決定の全部又は

一部を取り消すとともに、既に交付した交付金があるときは、当該取消しに係

る交付金について、期日を定めて返還を命ずることができる。 

(1) 国実施要綱別紙１の第９又は国実施要綱別紙２の第９に定める交付金の

返還に係る要件に該当するとき。ただし、自然災害その他やむを得ない事由

がある場合については、この限りでない。 

(2) その他法令、国実施要綱又はこの要綱の規定に違反したとき。 

(3) 交付金を交付決定に係る事業以外の用途に使用したとき。 

(4) 交付決定に付した条件に違反したとき。 

２ 前項の規定による交付決定の全部又は一部の取消しに係る通知は、益田市多

面的機能交付金交付決定取消通知書（様式第６号）により、当該取消しに係る

交付金の返還の命令は益田市多面的機能交付金返還命令書（様式第７号）によ

るものとする。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか交付金の交付に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２７年７月２９日から施行し、同年４月１日から適用する。 

附 則（平成２８年１０月２７日告示第２３５号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２８年１０月２７日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示施行の際現にこの告示による改正前の益田市多面的機能支払交付金

事業交付要綱の規定によりなされた申請、手続その他の行為は、この告示によ

る改正後の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成３０年８月１６日告示第２４０号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成３０年８月１６日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示施行の際現にこの告示による改正前の益田市多面的機能支払交付金

事業交付要綱の規定によりなされた申請、手続その他の行為は、この告示によ

る改正後の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（令和元年６月２６日告示第５５号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和元年６月２６日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示施行の際現にこの告示による改正前の益田市多面的機能支払交付金

事業交付要綱の規定によりなされた申請、手続その他の行為は、この告示によ

る改正後の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（令和３年９月２９日告示第３１０号） 

（施行期日） 



１ この告示は、令和３年９月２９日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にあるこの告示による改正前の各告示の様式（次項に

おいて「旧様式」という。）により使用されている書類は、この告示による改

正後の各告示の様式によるものとみなす。 

３ この告示の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これ

を取り繕って使用することができる。 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

様式第５号（第９条関係） 

様式第６号（第１０条関係） 

様式第７号（第１０条関係） 

 


